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第1章 . はじめに 
 












































第2節 . 本論文の構造 
本論文は事例研究を基に、第四次産業革命において、日本企業が、どのように課題
を捉え、対応していくべきかの指針を明らかにする。  




その後、第 3 章と第 4 章で、国内における企業 2 社の事例研究を実施し、第四次産






第2章 . 先行研究 
 
第1節 . 概要 
第四次産業革命、デジタル、IoT について考察した論文、論考、書籍などは様々な
ものが出版されている。  
それらについて本論文で参照が必要となる論点を第 2 節で記載する。  
 










































メガトレンド、生物学的なメガトレンドの 3 つを記述している。  
 






















































③ デジタルビジネス・トランスフォーメーション  































的戦略と攻撃的戦略をそれぞれ 2 つずつ、下記の計 4 つの戦略を挙げ、攻撃型と防衛
型の戦略の両方を追求しながら 3 つの価値を組み合わせてディスラプションをする必
要性を上げている  
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表 1 既存企業のための 4 つの対応戦略  
戦略種別  戦略名  概要  
防衛的戦略  撤退戦略  攻撃されている事業分野から戦略的撤退をする。  
収穫戦略  ディスラプティブな脅威を遮断し、攻撃されている事業分
野のパフォーマンスを最適化する。  
攻撃的戦略  拠点戦略  ディスラプションと関係する競合利益を持続させる。  
破壊戦略  自らの中核事業をディスラプティブし、新しい市場を生み
出す。  













第3項 . “What ‘digital’ really means”（2015 年） 

















(1) 以下、本レポートでは引用および参照は筆者の訳に基づく  




して捉えるべきである」とし、下記の 3 つの属性にブレークダウンしている。  
 
① ビジネスの新しいフロンティアでの価値創出  
② 顧客体験のビジョン実現プロセスの中での価値創出  


















第4項 . 『 IoT 時代の競争戦略」（2014 年） 
5 つの競争要因（5Forces）やポジショニング戦略、バリューチェーンで知られるポ
ーターは、ジェームズ  E. ヘルプマンとともに、2014 年に Harvard Business Review
へ「How smart, connected products are transforming competition」(2) という IoT に関
する論文を投稿している。  
この中では、第四次産業革命やデジタルという言葉はないが、 IoT がもたらす変化









(2) 本論文の日本語版は、有賀裕子訳、「IoT 時代の競争戦略」(2015) 















当該論文の中で、ポーターらは、IT は過去 50 年間で競争と戦略のあり方を 2 回激















第5項 . 「日本企業のデジタル化と CDO (Chief Digital Officer): Disrupt, Develop, 









(3) 日本語訳は有賀裕子訳『IoT 時代の競争戦略』(2015)からの引用 








































① 「顧客との関係」におけるデジタル化の推進…ターゲティングとカスタマイズ  
② 「SCM・製造」領域におけるデジタル化の推進…効率化の推進とサービス化  
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③ 「働き方改革」におけるデジタル化の推進  
 
第6項 . “The case for digital reinvention"（2017 年） 




















長率と EBIT の成長率をそれぞれ縦軸に取る形でモデル化している。  
その結果、平均的な企業の対応でデジタル化した場合は、それぞれの成長率はマイ
ナスになると、Bughin・LaBerge・Mellbye（2017）は述べている。（図  1）  
 





(4) 本レポートの引用と参照は筆者の訳による  
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第3節 . 先行研究の論点整理 
各先行研究の主張を、「表  2 先行研究の主張整理、表  3」にまとめた。  
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表 2 先行研究の主張整理（1/2） 
論文・レポート  第四次産業革命  対デジタル・ディスラプター
戦略  
What ‘digital’  really 
means 
IoT 時代の競争戦略  日本企業のデジタル化と
CDO (Chief Digital Officer): 
Disrupt, Develop, Drive and 
Disappear 
The case for digital 
reinvention 
著者  クラウス・シュワブ(2016) マイケル・ウェイド(2016) McKinsey&Company(2015) マイケル E. ポーター, ジェ
ームズ E. ヘルプマン(2014) 



























































✓ 記述なし  


















✓ 記述なし  ✓ 記述なし  
出所：各論文・レポートより筆者作成  
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表 3 先行研究の主張整理（2/2） 
論文・レポート 第四次産業革命  対デジタル・ディスラプター
戦略  
What ‘digital’  really 
means 
IoT 時代の競争戦略  日本企業のデジタル化と CDO 
(Chief Digital Officer): 
Disrupt, Develop, Drive and 
Disappear 
The case for digital 
reinvention 
著者  クラウス・シュワブ(2016) マイケル・ウェイド(2016) McKinsey&Company(2015) マイケル  E. ポーター , ジェー
ムズ E. ヘルプマン(2014) 
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しかし、ポーター・へプルマン(2014)の論文で取り上げられている IoT は、IoT とい
う技術そのものよりも、スマート製品により生み出されるデータに価値が競争の新時












第6節 . 本論文での分析観点 
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第1節 . 調査対象企業の選択基準 
事例調査の選定は下記の基準で実施した。  
① 日本国内の B2B と B2C 企業をそれぞれ 1 社ずつ含める  
② 公開情報の入手しやすさを考慮する  
日本国内の B2B 企業は、公開情報が少なくなる傾向があるため、公開情報に加
えて内部関係者にアクセス可能かどうかも考慮した。  
③ 対象の企業が、第四次産業革命やデジタルあるいは IoT に関するレポートや情
報を早く公開していること。  
 
第2節 . 調査対象企業 
選択基準を勘案し、事例調査対象の企業は下記の企業とした。  
 










表 5 事例対象企業の選定理由  





✓ 日本の B2B 企業であるが、2015 年の時点で、
IoT に関する取り組みについて第三者による
レポートが公開されている。  
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② 業績調査  
 














図 2 バリューチェーンの一般形 
 
出所：ポーター(2016) 『新訂 競争優位の戦略』を参考に筆者作成 
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第4節 . 分析内容 
取集した事例を基に、個別企業の分析と、事例企業を横断した分析を実施する。  
 
第3項 . 個別企業の分析 
個別企業ごとに下記の観点で分析を実施する。  
テクノロジーの潮流への対応は、この企業において、  
① 経営の中でどのように位置づけられているのか。  
② 経営にどのようなインパクトを与えるのか  
 




① 経営にどのようなインパクトを与えるのか  
② 経営の中でどのように位置づけられているのか  
③ すべての企業が取り組む必要があるものなのか  
④ 企業の立ち位置によってどのような取り組み方の違いが出て来るのか  
 
第4章 . 事例調査結果 
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第1節 . 横河電機株式会社 









てきた。更に、2016 年には、石油・科学業界専門のコンサルティング会社である KBC 
Advanced Technologies plc（以下 KBC）を買収するなど、コンサルティングビジネス
の拡充をしている。（横河電機 , 2016）  
また、KBC が持つ石油業界でのプロセスナレッジ（石油業界の全ての設備ライセン
スに関する経験とモデルやシミュレーション）は、GE（Baker Hughes, a GE company）
のインダストリアル・インターネットのプラットフォームである Predix に搭載され、
石油業界におけるデジタル・ツイン (5) の構築に役立てられようとしている。（BAKER 
HUGHES, 2017）  
 
第2項 . これまでの経緯 
横河電機のテクノロジーの潮流への対応を読み解くには、2009 年から 2010 年の中
期経営計画である「次なる飛躍に向けた構造改革」まで遡る必要がある。  
横河電機のアニュアルレポート 2009 によれば、2008 年に発生した金融危機により、
当時、横河電機の主力の事業だった 3 つの事業セグメント、「制御事業」、「計測機
器事業」、「新事業その他」の全ての事業において減益となった。その結果、FY07 は、
売上高が 4,374 億円(営業利益：274 億円、売上高営業利益率：6.3%）近くあったのに












スするべきかなどをシミュレーションすることができる。（GE ジャパン. (2015). Ge reports 
japan｜デジタル・ツイン：データを分析して将来を予測する . Retrieved 1/12, 2018, 
from https://gereports.jp/digital-twin-technology/) 
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横河電機「Evolution 2015」の結果、2015 年 5 月には、不採算事業の撤退や分社化
により、事業ポートフォリオは、制御事業のソリューションサービスとプラットフォ
ームサービス中心に変化している。また、売上高 4137 億円、営業利益 396 億円（売上
高営業利益率は 9.6%）に回復している。  
また、この間に、他の OT ベンダーが手を出していなかった、「IoT を用いた OT と
IT の統合」という分野にも積極的に取り組み、2015 年には横河電機の「OT と IT の統
合についての考え方」を示した白書を ARC Advisory Group がまとめ、のホームペー








「YOKOGAWA は“Process Co-Innovation”（注）を通じて、  
        お客様と共に明日をひらく新しい価値を創造します。」  
 











































出所：横河電機ホームページ  中期経営計画より抜粋  
 
Transformation 2017 発表後、横河は 2016 年 2 月に、イギリスの石油・ガス向けコ




第3項 . パフォーマンスの推移 
パフォーマンスの推移を比べると、第 1 項で述べたように、2008 年の金融危機によ
り、FY08 と FY09 の営業利益と ROE は底を打っているが、その後の構造改革
（2009-2010）、Evolution 2015(2011-2015)により、パフォーマンスが回復している。
Transformation 2017（2015-2017）発表後のパフォーマンスは、FY15 が期間内最高の
パフォーマンスであったが、FY06 は若干落ち込んでいる。しかしながら、ROE は 10％
を超えており、日本企業としては高水準を維持していると考えられる。  
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 図 4 横河電機の売上高と営業利益率の推移  
 
出所：横河電機（2017）  Financial Year Ended March 31, 2017 Financial Fact Book より筆者
作成  
 
図 5 横河電機の営業利益率推移 
 
出所：横河電機（2017）Financial Year Ended March 31, 2017 Financial Fact Book より筆者作
成  
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図 6 横河電機の ROE 推移 
 




第4項 . 考察 
横河電機のテクノロジーの潮流への対応は、経営戦略の中で、外部環境（特に顧客
の要望）の変化に対応するため、内発的に実施されているものであると考えられる。  
関係者へのインタビューによれば、横河電機では、ICT の積極的な活用は 2000 年以
前から実施してきていたが、顧客への提供価値とテクノロジーを積極的に結び付けて















































a. スマートなマニュファクチャリングが可能になった。  
b. スマートでこれまでよりも早いデシジョンメイキングが可能になった。 
c. 異常をこれまでよりもかなり素早く検知することが可能になった。  
 
これらの技術は、これまでも存在していたが実用化レベルになり、更にインダ
ストリー4.0 などの国家レベルでの動きが変化に拍車をかけているという。  
 
③石油業界でのテクノロジーに対するニーズ  






表 6 石油業界におけるテクノロジーへのニーズ  

























































出所：インタビュー情報と横河電機ホームページ「AR とモバイル技術の産業応用」  
を用いて筆者分析  
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上記の 3 つの強みが発揮された例が、OT/IT と統合の分野における取り組みで
ある。  
関係者によれば、この分野は、2012 年にガートナー グループが「2012 年の展

















































① HSSE や規制改革など、ダイナミックな環境変化へのしなやかで素早い対応  
② TOTEX などの全体に対して最適化  





ナレッジの拡充、そして IT/OT 技術の更なる進化が必要だった。  
そのために、Transformation 2017 では、コストカットを標榜しつつも、M&A 中心





補いつつも強みを強化し差別化につなげている。（表  7）  
 
表 7  2015 年以降の横河電機の主な経営に関する活動と買収・出資・共同研究 
年 月 横河電機 
2015 年 2 月 ✓ Cisco と包括的なサイバーセキュリティソリューション開発で協業 
✓ IIoT に関するホワイトペーパー公開 
 5 月 ✓ 中期計画「Transformation2017」を策定 
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 6 月 ✓ システムの構築・導入期間の短縮、保守性の向上を実現する次世代の
高度制御ソリューション「Platform for Advanced Control and 
Estimation」をシェルと共同開発 
 12 月 ✓ トルコの制御事業拡大のため販売代理店を買収 
2016 年 1 月 ✓ Industrial Evolution, Inc を買収 
 2 月 ✓ KBC 買収（完全子会社化）発表 
 4 月 ✓ KBC 買収（完全子会社化）完了 
 7 月 ✓ フォグコンピューティングの先端技術をもつシリコンバレーのベンチ
ャー企業に資本参加 
 9 月 ✓ 制御システムの健全性を確認するトラフィック分析・可視化技術を開
発 
 11 月 ✓ アメリカにアーキテクチャ開発室カリフォルニアを開設 
✓ IIoT セキュリティの米 Bayshore Networks に資本参加 
✓ エネルギー・マネジメント・ソリューション分野の Soteica を買収し
KBC に統合 
2017 年 2 月 ✓ IIoT アーキテクチャ開発のため、Microsoft などと提携 
 6 月 ✓ シノペック子会社のシノペックエンジニアリングとパートナー契約を
締結 
 7 月 ✓ 平成 29 年度バーチャルパワープラント構築実証事業に参画 
✓ 石油採掘現場や輸送パイプラインの配管内のつまりや腐食を防止する
ためのケミカルインジェクションの技術を持つノルウェーの
TechInvent2 AS を買収 
 8 月 ✓ 2050 年に向けたサステナビリティ目標を設定 
 9 月 ✓ IIoT アーキテクチャを活用したポンプ遠隔監視サービスの概念実証を
開始 
 11 月 ✓ 制御事業の新コンセプト「Synaptic Business Automation™」を策定 
✓ NTT 西日本とプラントでの小型無線センサ・LoRaWAN™ を活用した実証
試験を開始 
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図 7 横河の価値提供範囲  
 
 出所：横河電機ホームページ「YOKOGAWA と KBC の強み」  
 
なお、上記 3 つの顧客ニーズに対して、顧客のパートナーとして、顧客目線で
一緒に価値を創造してくというコンセプトは、2017 年 11 月に” Synaptic Business 
Automation™”というビジネスコンセプトとして発表されている。（横河電機ホー
ムページ 「Synaptic Business Automation が創出する価値」、図  8）  
 
図 8 Synaptic Business Automation™ 
 



















































取れる。（図 9）  
 
図 9 横河電機の取り組み  
 
出所：関係者へのインタビュー、Transformation 2017、横河電機プレスリリースより筆者分析  
 















の変革などの構造改革を多く実施しており、2015 年には既に IoT などに取り組んでい








第2節 . 株式会社 ファーストリテイリング（ユニクロ） 
 
第1項 . 概要 
ファーストリテイリングは、ユニクロと GU といったアパレルのブランドを製造小
売業（SPA）として提供する企業である。ファーストリテイリングによれば、売上規
模は 2017 年 8 月期で 1.79 兆円であり、アパレル業界ではインディテックス（ZARA）
の 3.06 兆円（2017 年 1 月）、H&M の 2.66 兆円（2016 年 11 月）に続き 2017 年 8 月末
の時点では第 3 位の企業である。4 位の企業は、GAP で 1.71 兆円（2017 年 1 月）だっ




ファーストリテイリングは、2015 年 6 月にアクセンチュアと”  デジタル時代の革
新的な消費者サービス開発に向けて協業”（アクセンチュア , 2016）を開始して以来、
デジタルをキーワードに変革を進めている会社といえる。  
2016 年 10 月に行われた 2016 年 8 月期の決算発表会では、「情報製造小売業」とい
う新しい産業を作るというコンセプトを「最大の目標」として発表した。（ファース
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年 8 月期の業績と今後の展望』）  
 





み(ユニクロ , 2004『インターネット店・モバイル店で特別サイズ商品の販売を拡大』 )




そして、2014 年 10 月の決算発表会の説明資料には、3 年後の目標として「リアルと
バーチャルが融合した、新しい画期的な産業の創出」という説明が記載されている。
（ファーストリテイリング ,2014『2014 年 8 月期業績 今後の展望』）  
また、同年の決算発表と同月に、大和ハウス工業との共同事業で物流効率の向上を
目的として有明に巨大物流倉庫を建設するとの発表をしている。（ファーストリテイ
リング, 2014『大和ハウス工業との共同物流事業をスタート』）2016 年 8 月期の決算発
表資料によれば、この物流倉庫と同様の次世代物流センターが国内で 10 か所、2016






デジタル革命やデジタルへの対応を始めていることがわかる。（アクセンチュア , 2015） 
また、ユニクロのプレスリリースによれば、2017 年には、スマートフォンの通販サ
イトをリニューアル（ユニクロ , 2017『あなたの手のひらに、“世界最大のユニクロ”
がオープン』）、AI を利用したチャットコンシェルジュの試験運用開始（ユニクロ , 2017
『チャットでショッピングを楽しめる AI コンシェルジュ「UNIQLO IQ」の試験運用
を開始』）など、実施しており、デジタルイノベーションの実現に向けた取り組みが
進んでいることがわかる。  
更に、日本経済新聞の 2017 年 3 月 17 日の報道によれば、ファーストリテイリング
が 2017 年 3 月に発表した有明プロジェクトでは、IT を駆使して、企画から生産、物流
などのバリューチェーンを変え、社員の働き方を変えることを発表しており、 IT を利





第3項 . パフォーマンスの推移 
ファーストリテイリングのパフォーマンスは、概要でも述べたように売上高がアパ
レル業界で世界 3 位に位置付けており（ファーストリテイリング , 2017『業界でのポジ
ション』）、ROE も FY16 を除き、順調に伸びている。FY16 のパフォーマンスが低く
見えるのは、有価証券報告書によれば、この年に会計基準を IFRS に変更した関係で、
減損損失の計上方法が変わったためである。（ファーストテイリング , 2016『2016 年 8
月期（2015 年 9 月 1 日～2016 年 8 月 31 日） 有価証券報告書』）  
 





過去 8 年分財務データ』、ファーストリテイリング（2016）『2016 年 8 月期（2015 年 9 月 1
日～2016 年 8 月 31 日） 有価証券報告書』より筆者作成  
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図 11 ファーストリテイリングの営業利益率推移  
 
出所：ファーストリテイリング（2017）『連結財務データ 直近四半期連結財務データおよび
過去 8 年分財務データ』より筆者作成  
 
図 12 ファーストリテイリングの ROE 推移 
 
出所：ファーストリテイリング（2017）『IR 情報  財務・業績  ROE・ROA・自己資本比率』
より筆者作成  
 
第4項 . 考察 













ファーストリテイリングの 2013 年 8 月期と 2014 年 8 月期の有価証券報告書によれ
ば、2014 年 8 月期までは、「対処すべき課題」として挙げている主なものは、グロ
ーバル化（各国での本部連携強化とユニクロの海外出店）、国内ユニクロの販売力







の変化であると決算資料（ファーストリテイリング , 2017『2017 年 8 月期  ファースト
リテイリング 経営方針』）から読み取れる。  
 
＜テクノロジーの進化によりアパレルに訪れた変化＞  











出所：ファーストリテイリング（2017）『2017 年 8 月期 ファーストリテイリン
グ 経営方針』  
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れるわけではないということを挙げている。（日本経済新聞 , 2017/10/25）  
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ては、従来型のエンタープライズ系の IT とは異なるケイパビリティが必要であった。







① デジタル技術を利用した顧客接点の改革  
✓ EC サイトのオムニチャネル化（コンビニ受け取りなどの拡充）  
✓ （ユニクロ ,2017『ミニストップでの「コンビ二受取りサービス」を 8 月 29




✓ スマートフォンの通販サイトをリニューアル（ユニクロ , 2017『あなたの手
のひらに、"世界最大のユニクロ"がオープン』）  
✓ Uniqlo IQ（AI によるコンシェルジュサービス）  
✓ （ユニクロ , 2017『チャットでショッピングを楽しめる AI コンシェルジュ
「UNIQLO IQ」の試験運用を開始』）  
 
② デジタル技術を利用したサプライチェーンの改革  
✓ サプライチェーンの改革（次世代物流センター構築、有明プロジェクト）  
✓ 素材のサプライヤーの東レとの販売・生産情報共有（日本経済新聞 , 
2015/11/18）  
 
③ より良いプロダクトを作るための施策実施  
✓ 主要ファッション都市への R&D 拠点設置(日経流通新聞 , 2017/4/5) 
✓ 元エルメスのデザイナーを幹部に採用(日本経済新聞, 2016/6/9) 




（アクセンチュア , 2016）  
✓ IT エンジニアの採用・IT システムの内製化(@IT, 2015『ファーストリテイリ
ングがデジタル戦略を発表、他と何が違うのか』) 
✓ IT 基盤の刷新(日経産業新聞, 2015/12/7) 
 
＜その他＞  
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✓ グローバルで人材管理をするため、人事システムをグローバルで統一（日本
経済新聞, 2015/11/2）  
✓ 動画による「デジタル面接」を導入(日本経済新聞 , 2016/8/24) 











柳井社長は、2017 年 8 月期決算の有明プロジェクトについての説明の中で、「生き
残るために自ら変わる」と表現しており、柳井社長の危機感を表していると考えられ







なく、価値システム全体を変革していることがわかる。（図 13）  
 
図 13 ファーストリテイリングの取り組み 
 
出所：本論文の分析より筆者作成  



















の B2C 企業のリファレンスケースとして参考にできるであろう。  
 
 
第3節 . 事例のまとめ 
横河電機とファーストリテイリングの事例から、2 社とも新しいテクノロジーが生
み出す潮流に対して大きな変革をしているといえる。そこで、本節では、事例分析の
方法であげた観点から 2 社の事例を見直すこととする。  
 
第1項 . 経営の中での位置付け 








第2項 . 経営に与えるインパクト 




第3項 . すべての企業の取り組み要否 
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以下、2 つの理由からすべての企業が取り組むべきであると考えられる。  
 






















第4項 . 立ち位置による取り組み差異 








を図ろうと R&D の力を強化する方向で変化を始めている。  
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① 顧客の期待が変化する  
② データによって製品の質が向上し、資産の生産性が改善される  
③ 企業が新しい形の協力関係の重要性を理解し、新たなパートナーシップを形成
する  
④ 経営モデルが新たなデジタルモデルに移行する  











の IoT 技術や AI などを応用したデータ解析により、顧客ニーズの変化（横河の場合









従って、この「IoT や AI などの新しいテクノロジーが生み出している環境の変化」
のことを、本論文でも「第四次産業革命」と呼ぶ。  




























③ デジタルにより、顧客の期待値が上がるなど、大きく変化する。  
 
第3項 . モノのインターネット（ IoT） 
本論文では、IoT については、を下記の様に定義する。  
 




出所：Kevin Ashton（2009）を基に筆者作成  
 
IoT の特徴  























第1節 . 先行研究と事例研究の総括 














第2節 . 第四次産業革命への対応指針：戦略 
 
第1項 . デジタルへの対応の必要性と対応方針 

































第4項 . 業界知識・スキルの追求 
デジタル化により、異業種からの既存業界への参入が発生するといわれており、特












第3節 . 第四次産業革命への対応指針：人材・組織 
 


























② 技術リーダーのビジネスへの理解  






























第4節 . 第四次産業革命への対応指針：短期投資家からの防衛策の確保 
























Chief Financial Officer）の問題でもある。  
 






















第6章 . 終わりに 
第四次産業革命による技術変化や環境変化は激しい。そのため、現在立てた計画が
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① 自社業界における変化を認識し、経営課題を抽出する。  
② 変化後の環境における顧客に対する価値提案を再定義する。  
③ 変化後の環境における戦略スタイルを決定する。  
④ 変化後の環境における競争戦略や、必要な人材組織・IT などのケイパビリ
ティや組織文化を定義する。  
⑤ 変革の進め方を計画する。  
⑥ 現行の組織文化や資産等との整合性を取りつつ、変革を実行する。  
⑦ ②～⑥のプロセスを短いサイクルでチェックし修正する。  
 
第2項 . デジタル化実行手順詳細 
上記の手順を詳細化すると下記の様になる。  
 




② 顧客に対する価値提案を再検討する。  
上記で定義した経営課題と、テクノロジーの動向に基づいて、顧客に提案す
















図 15 戦略パレット 
 






























表 8 経営判断が必要なギャップの例 



























































⑤ 変革を計画する。  





































(7) 「xx が yy をする。なぜなら zz だからだ。」といった記述。  
(8) このレベルになると複数のストーリーの集まりになり、正確には通常ストーリーとは呼
ばない。 
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Appendix B. 横河電機インタビュー 
 
横河電機へのインタビューは、A.2017 年 11 月 22 日の対面でのインタビューと、B.2017
年 12 月 17 日のメッセージベースでの Q&A により実施した。  
 
1. 2017 年 11 月 22 日の対面でのインタビュー 
① 横河電機と外部環境の変化  








CAPEX 最適化案件が減ってきており、代わりに既存プラントに対する OPEX 最適化が
求められてきている。  











ビジネス・コンサルティング  :KBC 
エナジー・マネジメント   :Soteica Visual Mesa, LLC 



















この課題に応えるため、Operational Technology(OT)が重要になっている。  
 
このような経営環境の変化により、IT に強いプレイヤーが入ってきて、どのよう








る KBC を買収した。  
 











































e.g 事業環境のダイナミックな変化の例  
規制、人が変わる、原料が変わる、電力が金額固定性から自由化する  
c.f. プロダクトバリューを高めるということ  
コスト削減ではなく、価値をどう高めるかという課題。  













また、インダストリー4.0 などスタンダードや国家の動きが拍車をかけている  
 











































































































優位性①：KBC のドメイン・ナレッジ  
9 月に BAKER HUGHES, A GE COMPANY とアライアンスをくみ、Predix に KBC
の PetroSIM というシミュレータ、すなわちドメイン・ナレッジを乗せている。これ
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今後のステップ  
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O になるという大きな変化が発生している。  













✓ エグゼクティブコンサル  
✓ システムなどをカスタマイズするインテグレータ  
✓ モノを売るビジネス  
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2. 2017 年 12 月 17 日  
NO 質問  解答  
0 （質問全体に対して）  当社は 2000 年以前より工場の制御システ
ムや生産管理システムを提供してきました
が、IT なしではシステムを構築できません。









Group が OT/IT インテグレーションという
キーワードを提唱しはじめました。  
 
それを機に IT ベンダーが OT は難しい領域
だ、というようなメッセージがあらためて浮
上しました。もともと OT ベンダーは IT を
活用していました。  
 














































 Transformation2017 直前の 2014 年



































































































































































す。（PetroSIM といいます）  
その PetroSIM が思考エンジンとして、
PREDIX の上にのったのです。これは、自社
の中でも、とくに国内市場の関係者は何がお
きたか理解できず、自社内でも混乱を引き起
こしました。短期に国内市場のお客さまに内
容説明することは困難と解釈し、国内のみ発
表を見送り、グローバルには発表しました。
とはいえ、重工企業や国内石油会社からの問
い合わせはリリース後沢山きました。  
http://www.offshore-mag.com/articles/2017
/09/bhge-extends-digital-offering-with-yoko
gawa.html 
 
GE が今後どういうふうに進むのか、当社も
１枚かむことになりましたので、詳細はここ
ではこれ以上ひかえますが、世の中いろんな
組み合わせや事象がおこり、本当に不確実な
世の中だとあらためて思う次第です。  
 
